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指定地域密着型通所介護（介護予防通所介護相当サービス） 

重要事項説明書 

 
 

 

 

当事業所は本人に対して、指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護相当サービスを提供し

ます。事業所の概要や提供されるサービスの内容について次の通り説明します。 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護・要支援・事業対象者認

定」された方々が対象となります。 

 

◇◆目次◆◇ 
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２．事業所の概要                               ２ 

３．事業実施地域及び営業時間                         ４ 

４．職員の配置状況                              ５ 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金                  ５－８ 
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７．当社の概要について                            10 

 

 

１．事業者 

（１）法 人 名 株式会社 ラ・ケア 

（２）法人所在地 京都府京都市右京区西京極中町３７－１ 

（３）電 話 番 号 ０７５－３２６－２２１２ 

（４）代表者氏名 代表取締役 吉田 昌弘 

（５）設立年月日 １９９２年３月３１日 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（大津市指定 第 2570103537 号） 
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２．事業所の概要 

（１）事業所の種類 指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護相当サービス

事業所 

平成２５年 ２月１日指定 

（２）事業所の目的 指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護相当サービス

は、介護保険法令に従い、本人がその有する能力に応じ、可能な

限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目

的として、本人に、指定地域密着型通所介護・介護予防通所介護

相当サービスを提供します。 

（３）事業所の名称     ラ・ケア こくぶ 

（４）事業所の所在地   滋賀県大津市国分１丁目４番１号 

（５）電話番号       077-526-5660 

（６）ＦＡＸ番号       077-526-5661 

（７）事業所長（管理者） 山中 貴史 

（８）開設年月日     平成２５年２月１日 

（９）利用定員    １日あたり１８名 

（１０）設備の概要 

   当事業所では以下の設備をご用意しています。 

設備の種類 数 備  考 

食 堂 １  キッチン設置 

静 養 室 １  ベッド 3 台 

相 談 室 １   

事 務 室 １  スタッフコーナー 

浴 室 ３  一人用浴槽 

便 所 ３   

  ※上記は、厚生労働省が定める基準により、指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護

相当サービス事業所に設置が義務付けられている設備です。 

３．指定地域密着型通所介護・介護予防通所介護相当サービスの利用 

（１）利用開始 

① 当社職員がお伺いし指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護相当サービス重要事

項説明書に基づいて指定地域密着型通所介護・介護予防通所介護相当サービスについての

説明を行います。 

② 契約と同時に本人の状態や生活環境等の確認をいたします。 

③ 居宅サービス計画又は介護予防サービス計画に沿った指定地域密着型通所介護・介護予防

通所介護相当サービス提供内容を提示いたします。 
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④ サービス利用日の確認をいたします。 

 

（２）終  了 

①お客さまのご都合により終了する場合 

  1 ヶ月の予告期間をおき、書面でお申し出くださればいつでも契約を解除することができます。た

だし急病による入院等やむを得ない場合は、この限りではありません。 

 

②当社の都合により終了する場合 

  自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合、あるいは人員不足等やむを得

ない事情により、指定地域密着型通所介護・介護予防通所介護相当サービスの提供を終了する

場合、終了１ヶ月前までに書面で通知するとともに、お客さまご利用の居宅介護支援事業者・地

域包括支援センターへの連絡、他、地域の通所介護事業者等又は介護予防通所介護相当サー

ビス事業者の紹介をはじめ必要な援助を行います。 

 

③自動終了 

 以下の場合は双方の通知がなくても、自動的に終了いたします。 

○ お客さまが介護保険施設に入所された場合 

○ お客さまの要介護・要支援認定区分が、非該当（自立）と認定された場合。（事業対象者とな

る場合は除く。） 

○お客さまがお亡くなりになった場合 

○その他 

当社が、正当な理由なく地域密着型通所介護又は介護予防通所介護相当サービスを提供しない場

合、守秘義務に反した場合、お客さまやご家族などに社会通念を逸脱する行為を行った場合、または

当社が破産した場合、お客さまは書面で契約解除を通知することによって即座に終了することができ

ます。 

また、お客さまが、提供した地域密着型通所介護又は介護予防通所介護相当サービスの利用料等

の支払を１ヶ月以上遅延し、利用料等を支払うよう催告したにもかかわらず７日以内に支払われない

場合、お客様が、正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返した場合、または利用者の入院もし

くは病気等により、３ヶ月以上にわたってサービスが利用できない状態であることが明らかな場合、お

客さまやご家族が当社や当社の従業者に対して、この契約を継続し難いほどの背信行為を行った場

合において、地域密着型通所介護又は介護予防通所介護相当サービスの提供を停止しても、お客さ

まの健康・生命に支障がない場合については、当社は書面で契約解除を通知することによって即座に

終了することができます。 

４．ハラスメントの防止について 

  当社職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境を構築維持するために、ハラスメントの

防止に向け取りくみます。サービス提供における関係者間において、業務上必要かつ相当な範囲を超
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える下記の行為は、当社として許容しません。 

  ・身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為。 

  ・個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為。 

  ・意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為。 

  ・他、ハラスメント（相手の嫌がることをして不快感を覚えさせる行為全般）に該当する行為。 

 サービス提供における関係者間の行為がハラスメントと判断された場合には、その行為者に対し、 

 関係機関への連絡、相談、環境改善に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

５．秘密保持と個人情報の保護について 

(1) 利用者およびその家族に関する秘密の保持について 

事業者および事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者およびその家族に

関する秘密を正当な理由なくして、第三者に漏らしません。この秘密を保持する義務は、契約が終

了した後も継続します。 

(2) 個人情報の保護について 

事業者は利用者からあらかじめ書面で同意を得ない限りサービス担当者会議において、利用者や

その家族の個人情報を用いません。個人情報の利用目的は契約書内のプライバシーポリシーにあ

る目的以外は利用いたしません。事業者は利用者およびその家族に関する個人情報が含まれる記

録物については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第３者への漏洩を防止す

るものとします。 

６．事故等の対応について 

地域密着型通所介護又は介護予防通所介護相当サービスの提供中に事故等があった場合は、

適切な処置を講じるとともに、身体の状態に応じて職員が救急蘇生を行い、並行して主治医、救急

隊、ご家族、お客さまに係る居宅介護支援事業者、地域支援センター、市町村への連絡をいたし

ます。また事業所内にて委員会を招集し、原因および対応策について検討すると同時にご家族に

状況報告と誠実な対応を行ないます。 

７．損害賠償 

お客様に対して当方の責任において賠償すべき問題が生じた場合は、その損害について賠償い

たします。 

８．非常時対策 

従業者は常に災害事故防止と利用者の安全確保に努めます。 

防火管理者を配置、定期的に消防用設備等を点検するものとする。 

また、非常災害に関する具体的な計画を立て、事業所はこの計画に基づき、毎年２回以上、避難

訓練及び、救出その他必要な訓練を行う。 

９．警報発令時の対応 

(１)午前 8 時までに大雨・洪水または暴風警報が解除された場合･･･通常通り営業致します。 

(２)午前 8 時を過ぎても、大雨・洪水または暴風警報が解除されない場合･･･協議にて営業時間を決
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定し、ご連絡致します。 

(３)通所中に大雨・洪水・暴風警報が発令された場合、または発令されそうな場合･･･十分に安全が確

保できないと判断できない場合、お送りの時間が前後する場合がございます。 

(４)降雪・積雪により送迎時、安全が確保できないと考えられる場合･･･協議にて営業時間を決定し、

ご連絡致します。 

 

１０．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域  中・膳所・晴嵐・南・瀬田・瀬田第二地域包括支援センターの担当地域

…（その他の地域に関しては要相談） 

（２）営業日及び営業時間 

営 業 日 月曜日～土曜日 但し、1 月 1 日から 1 月 3 日までを除く 

営 業 時 間 月曜日～土曜日 ８：４５～１７：４５ 

サービス提供時間 月曜日～土曜日 ９：２０～１６：４５ 

 

１１．職員の配置状況 

当事業所では、ご利用者に対して指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護相当サービス

を提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

〈 主な職員の配置状況 〉※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

令和  ６年 ９月現在 

職  種 常勤 非常勤 

１．施設長（管理者） 1 名  0 名 

２．生活相談員 ０名  2 名 

３．介護職員 １名  ７名 

４．看護職員（機能訓練指導員と兼務１名） 0 名     5 名 

〈職務内容〉 

1.管理者とは…事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うものとする。また法令におい

て規定されている。指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護相当サービスの実施に関し、

事業所の従業員に対し遵守すべき事項にに対して指揮命令を行う。 

2.生活相談員とは…事業所に対する介護サービスの利用の申し込みに係る調整、従事者に対する助

言を行い、他の従事者と協力して指定地域密着型通所介護計画・指定介護予防通所介護相当サービ

ス計画の作成等を行う。 

3.介護職員とは…介護職員は、介護サービスの提供に当たる。 

4.看護職員（生活機能訓練指導員）とは…介護サービスの提供に当たり、利用者の健康管理、相談・

助言を行う。また、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練指導、助言を行う。 
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〈 主な職種の勤務体制 〉 

職 種 勤 務 体 制 

１．生活相談員 勤務時間  ８：４５～１７：４５ 

２．介護職員 勤務時間  ８：４５～１７：４５ 

３．看護職員（兼機能訓練指導員） 勤務時間  ９：２０～１６：４５ 

 

１１．当事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

 当事業所が提供するサービスについて、 

（１） 利用料金の９割～７割が介護保険から給付される場合 

（２） 利用料金の全額をご利用者にご負担いただく場合 があります 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス 

 以下のサービスについては、負担割合証に記載された額が介護保険から給付されます。 

 

〈サービスの概要〉 

① 食事（但し、食材料費は別途いただきます。） 

・当事業所では、献立表により、栄養並びにご利用者の身体の状況、及び嗜好を考慮した食事を提

供します。 

・ご利用者の食事の自立について、必要な支援を行います。 

（食事時間）  １２：００～１３：００ 

②入浴 

・一人用浴槽でご利用者の状況に応じた適切な入浴をしていただきます。 

② 排泄 

・排泄の自立を促すため、ご利用者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

③ 機能訓練 

・看護師及び担当者により、ご利用者の心身等の状況に応じて日常生活を送るのに必要な機能の

回復、又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

⑤ 送迎サービス 

・ ご利用者の希望により、ご自宅と事業所間の送迎サービスを行います。 

・ (サービス提供時間前後の 1 時間程で行います) 

⑥ その他自立への支援 

  ・ 教養、趣味、娯楽などの活動をしていただく機会を作るよう配慮します。 

・ ご利用者及びそのご家族の介護等に関する相談や助言を行います。 
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指定地域密着型通所介護・介護予防通所介護相当サービス費 

（地域密着型通所介護費） 

サービス提供時間７時間以上 8 時間未満 

 

〈１回あたりのサービス利用料金〉 

下記の料金表によって、ご利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付額を除

いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（サービスの利用料金は、ご利用者の要介護度に応じて

異なります。） 

ご利用者の地域密着型通所介護計画により、下記の表の自己負担額が加算されます。（予防を除く） 

 利用料金 自己負担額 

（1 割の場合） 

自己負担額 

（２割の場合） 

自己負担額 

（３割の場合） 

入浴介助加算(Ⅱ)1 回あたり ６３７円 ６4 円 １２８円 １９２円 

科学的介護推進体制加算１月あたり ４５９円 ４６円 ９２円 １３８円 

個別機能訓練加算Ⅱ１月あたり ２２９円 ２３円 ４６円 ６９円 

個別機能訓練加算Ⅰロ  1 回あたり ８６７円 ８７円 １７４円 ２６１円 

予防給付 要支援 1,2、事業対象者の方 自己負担額   

（１割の場合） 

自己負担額 

（２割の場合） 

自己負担額   

（３割の場合） 

ケアプランにおいて週１回程度の利用とさ

れている場合の１月の中で４回までの利用 

４９７円（一回

あたり） 

９９３円（一回

あたり） 

１４８９円（一回

あたり） 

ケアプランにおいて週１回程度の利用とさ

れている場合の１月の中で５回以上の利用 

２０４９円（一月

あたり） 

４０９７円（一月

あたり） 

６１４５円（一月

あたり） 

ケアプランにおいて週２回程度の利用とさ

れている場合の１月の中で８回までの利用 

５０９円（一回

あたり）） 

１０１８円（一回

あたり） 

１５２７円（一回

あたり） 

ケアプランにおいて週２回程度の利用とさ

れている場合の１月の中で９回以上の利用 

４１２５円（一月

あたり） 

８２５０円（一月

あたり） 

１２３７４円（一

月あたり） 

介護給付 一日当たりの 

利用料金 

自己負担額 

（一割の場合） 

自己負担額 

（２割の場合） 

自己負担額 

（３割の場合） 

要介護１ ８５７９ 円 ８５８ 円 １７１６ 円 ２５７４ 円 

要介護２ １０１３６ 円 １０１４ 円 ２０２８ 円 ３０４１ 円 

要介護３ １１７５６ 円 １１７６ 円 ２３５２ 円 ３５２７ 円 

要介護４ １３３４４ 円 １３３５ 円 ２６６９ 円 ４００４ 円 

要介護５ １４９４３ 円 １４９５ 円 ２９８９ 円 ４４８３ 円 
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※ご利用者様宅と事業所との間の送迎が行われなかった場合、片道につき、５０円が減算されます。 

※上記料金には、介護職員等処遇改善加算Ⅱ（９．０％）を含みます。 

  介護職員処遇改善加算（以下「加算」という。）は平成 23 年度まで実施されていた介護職員処遇改

善交付金による賃金改善の効果を継続する観点から、当該交付金を円滑に介護報酬に移行し、

当該交付金の対象であった介護サービスに従事する介護職員の賃金改善に充てることを目的に

増設されたものであります。 

  所定単位数にサービス別加算率を乗じた単位数で算定します。 

 

☆ご利用者がまだ要介護・要支援認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいっ

たんお支払いいただきます。要支援又は要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護

保険から払い戻されます（償還払い）。                   

又、居宅サービス計画又は介護予防サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなりま

す。 

☆ご利用者に提供する食事の材料に係る費用は別途いただきます。（下記(2) ①参照） 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせてご利用者の負担額を変更

します。 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

  以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者の負担となります。 

〈サービスの概要と利用料金〉 

① 食事の材料の提供費（食材料費） 

ご利用者に提供する食事の材料にかかる費用です。 

昼食：1 食あたり ６1０円（令和４年 11 月から） 

おやつ：1 食当たり １００円 （飲み物代含む） 

※ お食事・おやつのキャンセルは利用日、当日午前１０時までにお願い致します。 

尚、キャンセルのお申し出がない場合には当初の料金を請求させて頂きます。 

②通常の事業実施地域外への送迎 

 通常の事業実施地域を越えて行う指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護相当サービ

スに要した送迎費用として下記料金をいただきます。 

料金：事業実施地域を 1 キロメートル越える毎に３０円（往復） 

 ③おむつ代 

  提供を行った際には、実費をご負担いただきます 

  料金：紙おむつ代 １５０円／枚、リハビリパンツ １５０円／枚、 尿取りパット代 ５０円／枚 

④日常生活上必要となる諸費用実費 

その他日常生活品の購入代金等ご利用者の日常生活に要する費用で、ご利用者にご負担いた
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だくことが適当であるものにかかる費用をご負担いただきます。 

 ⑤サービス延長料金 

サービス提供時間の１６時４５分以降のサービスを希望される場合、実費をご負担頂きます。 

料金：２５０円／１５分 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第６条参照） 

   （1） 支払時期 当月分を翌月引き落とし                                     

   （2） 支払方法 口座振替（その他の支払方法については要相談）                      

（４）利用の中止、変更、追加 

○利用予定日の前に、ご利用者の都合により、通所介護・介護予防通所介護相当サービスの利

用を中止又は変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合には、

担当の介護支援専門員へご相談の上、サービスの実施日の前日までに事業者に申し出てくだ

さい。 

○サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況によりご利用者の希望する

期間にサービスの提供ができない場合は、他の利用可能日をご利用者に提示して協議しま

す。 

１２．指定地域密着型通所介護・介護予防通所介護相当サービスに関する苦情・要望な

ど 

（１） お客様相談・苦情担当 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

① 事業所相談窓口 〈職名〉 管理者・井上 裕美 077-526-5660 

② 本社苦情受付  〈職名〉 取締役・内田 裕子  0120-499-910 

○ 事業所受付時間・・月曜から土曜（8 時 45～17 時 45 分）※1 月 1 日～1 月 3 日を除く。 

○ 本社受付時間・・土・日・祝・年末年始を除く 9 時～17 時 45 分 

又、苦情受付ボックスを窓口に設置しています。 

（２） 行政機関その他苦情受付機関 

大津市介護保険課 電話 077-(528)-2753 

あんしん・なっとく委員会 電話 077-(567)-4107 

滋賀県国民健康保険団体連合会 電話 077-(510)-6605 

 

１３.運営の方針及び留意事項について 

（１） 非常災害等の発生の際にその事業が継続できるよう、他の社会福祉施設との連携及び協

力を行う体制を構築するよう努めます。 

（２） 事業所を運営する法人の役員及び管理者その他の従業員は、暴力団員でないこと。 

また、暴力団員の支配を受けてはならない。 

（３） 事業所は設置者の責務として、利用者の人権の擁護、虐待の防止の為、責任者を設置する 

     等必要な体制の整備を行うとともに、従業員の質的向上を図るための研修の機会を保持する 
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ものとし、また、業務体制を整備する。 

（４） ご利用者は健康状態に異常がある場合には、その旨申し出ること。 

（５） ご利用者は管理者及び従業者による安全管理上の指示には従うこと。 

（６） ご利用者は介護支援専門員とよく相談し、介護サービスの利用目的を明確にした上で利用

すること。 

（７） ご利用者は施設内の設備及び備品等の利用に際しては、管理者及び従業者の指示に従い

充分に注意すること。 

（８） ご利用者は常備薬、保険給付の対象となっているサービス以外の介護用品（紙おむつ・リハ

ビリパンツ・尿取りパッド等）、管理者及び従業者が必要と認めた場合は持参すること。 

（９） ご利用者は家族等、緊急時等の連絡先を必ず申し出ること。 

（１０）ご利用者はサービス利用開始時には、必ず介護保険被保険証、及び健康保険被保険者

証の提示を行うこと。 

（１１）ご利用者は運営規程第 14 条に定める非常災害対策に可能な限り協力すること。 

 

     

１４．当社の概要 

 名   称    株式会社 ラ・ケア 

 代表取締役    吉田 昌弘 

 本社所在地    京都府京都市右京区西京極中町 37-1 

１５．その他 

この重要事項説明書は必ず保管して下さい。 
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■重要事項説明書■ 

指定地域密着型通所介護・ 

指定介護予防通所介護相当サービス 

 

 

令和   年   月   日 

 

指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護相当サービスご利用にあたり、重要な事項を説明

致しました。 

 

 

               事業所    所在地  大津市国分１丁目４番１号 

                      名 称  ラ・ケア こくぶ 

                      説明者氏名               印 

 

 

 

 

私は、事業者から指定地域密着型通所介護・指定介護予防通所介護相当サービスの内容及び重要

事項の説明を受けました。 

 

 

 

 

                      氏名                 印 

 

                      代理人氏名             印 

 

                      家族様氏名             印 


